国公関係部会、人事・恩給局と雇用と年金の接続で交渉－８/１

－フルタイムを基本とした確実な再任用と生活水準確保を追求－

※この交渉情報は、ホームページやチラシ等には掲載せず、組織内の意思統一用として取り扱ってください。

　公務労協国公関係部会は、８月１日、雇用と年金の確実な接続と生活水準の確保を求め、総務省人事・恩給局との交渉を実施した。交渉には、国公関係部会労働条件専門委員会の大塚事務局長ほか専門委員が出席し、人恩局からは、松本公務員高齢対策課長らが対応した。

　冒頭、大塚事務局長は「『国家公務員の雇用と年金の接続について』の閣議決定の実施に関わる関係者の総合調整は人事・恩給局の所管だ。再任用職員の給与等の勤務条件は交渉事項であることを踏まえ、閣議決定内容の運用等について、われわれと人事・恩給局との間で交渉・協議を行っていくことを確認したい」と述べたのに対し、松本課長は「そのようにお願いしたい」と答えた。

　次に、大塚事務局長は「閣議決定では、フルタイム官職で再任用することを基本としている。定年退職後、実際の年金支給までには空白期間があり、その間の生活水準確保が重要だ。また、年金支給開始年齢の段階的な引上げの時期ごとに、段階的な定年の引上げも含め、雇用と年金の接続の在り方について、改めて検討を行うとしているが、公務の場合、定年延長が適当であり、年金支給開始年齢が62歳となるときまでには、これを実現すべきだ」との考え方を表明した上で、来年度の再任用に向けた取り組み状況について以下の点を質した。

(1) 各府省で希望聴取を行っているようだが、希望者数の状況はどうか。

(2) 行（二）の不補充官職は再任用できないことになっているが、改めるべきではないか。

　これらに対し、松本課長は以下の通り答えた。

(1) 年金支給開始年齢の引上げのタイミングで検証することとなっている。人事院とも相談しながらしっかりと検証を行ってまいりたい。

(2) 主要府省の担当者に状況を聞いている。詳細な数字は出てきていないが、61歳までの雇用を視野に入れる限りでは、希望に応えられるのではないか、という状況だ。

(3) 行（二）の退職不補充は「公務遂行上、真に必要なときを除いて」ということであり、その解釈の中で運用を図ってきた。今後も同様と考える。

　これらの回答に対して、大塚事務局長は「来年からは、61歳になるまで年金の２階部分が出ない。月々10万円強になる。より上位の級のポスト確保が必要だ。再任用希望者は増加が予想されるし、定員が厳しい府省があるので、人恩局としてもきちんと対応してほしい」と要請した。

　続いて、各専門委員は、以下の通り、厳しい定員事情を訴え、人恩局としての対応を求めた。

(1) 定員状況が非常に厳しい。組合として、独自に再任用希望を取ったが、「再任用を希望したら、新規採用ができなくなる」といった理由で再任用を希望しない組合員が多い。再任用を自ら放棄することにならないよう、定員確保に向けて、行政管理局に対し、人恩局からも働きかけをお願いしたい。

(2) 当局から「短時間の枠しか用意できない」と言われており、とても厳しい。

(3) 林野の場合は、山が現場なので、他の仕事を探すのが難しく、皆再任用を希望するが、すべて週２日ないし2.5日の短時間勤務という状況だ。

　最後に、大塚事務局長から、「再任用の基本はフルタイムであること、年金不支給の中で、職員の生活水準を確保することが重要であることを踏まえ、定数管理を担当している行政管理局への要請を含め、国家公務員の人事行政に責任を持つ立場で積極的な役割を果たしてもらいたい。関係方面に目配りをして職員が希望した通りのポストを確保できるよう努力してほしい。今後の作業の過程で、作業状況の確認や問題がないかどうかの点検を含めて、必要に応じて交渉・協議を行いたい」と要請したのに対し、松本課長が今後も交渉・協議していくことを約束したことから、これを確認しこの日の交渉を締めくくった。

以上

